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会計用語の性質 について,宮 上一男教授 は,AICPAのAPBNo.4の 「会 計
におけ る用語は,日 常用 い られてい る語であ る寮,そ れは会計士 によ って特 殊な
意味 を与 え られた ものである'。」(paragraph8),「会計 に おけ る用語 は 日常語 で
あ るカ㍉ 会計士が専門的な意味 を与 えて い る語 である。」(paragraph35)とい
う文言 を参照 として,次 のよ うにのべ られてい る。 「会計用語は,そ の用語 また
は概念 め黍面か らみれば,日 常的,一 般的 な ものであ って,何 人 に もわか り易 い、
非 専門的,非 職業的な ものであ るが,そ の実 は,そ うではな くて,素 人には判 ら
くユラ
ぬ,専 門的,職 業的な意味 を持 ってい る…… 。」 すなわち,会 計 におけ る用語 は
専門的,一職業的 であ り,会 言i独特の ものであ る,と い うのぞあ る。
ゆ
「会計の個性は,用 語のなかにあ り,」と宮上教授がのべ られているように,特
定の科学が研究対象とする領域の個性はその領域における用語および概念のなか
に存在するであろうb用語は,会 計にかぎらず,特 定の領域に独特の ものであ り,
用語が他の専門領域めそれと異なることはその専門領域の存在 を証明することに
さえなるのであろう。時 として,会 計(学)に おけ る用 語 お よび概 念 と,経済
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(学),経営(学),商 法(学)に おけるそれらを統一 したいと考える者がいるか
もしれないが,そ れは無意味なことである。概念および用語はその領域の個性で
あ り,個性はその領域の目的にかかわるものであ ってみれば,観 念および用語が
他の領域の ものと異な っていて当然のことであろ う。すなわち,概 念および用語
は・その領域に鮒 る個隣 表拶 馳も勉 して・髄 のものが選択されなければ
な ら な い 。
Ir資 本 』
s
r資本』 という語は多義語であり,い ろいろな意味に用 いられている。r資本』
とい う語が日常語 として用いられているときには,概 ね,『もとで』 の意味に用
いられている。 しか し,特定の領域において 『資本』とい う語が用い られるばあ
いには,そ れは 日常語 としての意味か らはなれて,そ の特定の領域の個性 を最 も
適切に示す意味に用いられている。
貸借対照表の貸方全体 をr資本』という語で表現する者は多数いる6r資本』に
ついて,こ のような用語法 を採用するものは,一この'r資本』壷さらに自已資本と
他人資本 とに区分 している。.このように,貸 借対照表り貸方全体 をr資 本』とい
う語で統一的に理解 し,貸借対照表 ・負債 の部に相当する部分 を他人資本,資 本
の部に相当する部分を自己資本と呼ぶのは,負 債(他 人資本)と 資本(自 己資本)
との同質性を問 う領域においては有効な用語法であるか もしれない6た とえば,
資金の調達に当って,他 人資本で資金 を調達 したばあいには,た とネ不況 にな っ
て経営状態が悪化 したとして も,一 定額の利息の支払が必要とさ.れるのに対 して,
自己資本で資金を調達 したばあいには,不 況にな.って利益が減少 した ときには,
利益の配 当を減少させ ることが可能である。 また,利 息については,分 配可能利
益の算定過程 において費用 として計上 しうるのに対 して,支 払配当金は利益処分
として行なわれることになる。 さらに,他 人資本は将来返済 しなければなら奉い
(または,返 済 しうる〉資金であるのに対 して,自 己資本は 返済 を要 し除い 、(ま
.たは,返 済が容易でない)資 金である。 こうした種々の点を考慮 して,資 金の調
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達に当って,他 人資本で調達 した方が良いか,自 己資本で調達 した方が良いか,
を問 うとすれば,両 者はその同性質が強調されることになるか もしれない。ここ
における 『資本』とい う語は,資 金の調達 ・資金の構成を問 うばあいの用語であ
って}'企業財務における用語法であろ う。企業財務の領域においてr資 本』とい
う語が用いられているのは,・その用語法に企業財務の個性が存在することになる
のである。 したが って,会 計の領域において,他 人資本,自 己資本 と.いう語を用
いるとすれば,そ の会計理論は自か らの領域であ る会計の個性を見失 っていると
言 えるであろ う。
r資本』 とい・う語に よって,貸 借対照表の資本の部を表現することは多い。貸
借対照表が,資 産の部,・負債の部,資 本の部に三大区分されているが,こ れは財
務諸表の明瞭表示とい う観点か らの区分である。貸借対照表や損益計算書は複式
簿記における残高勘定や集合損益勘定にその原型が求められるもめである。仮に,
会計 において,利 益算定 ということだけを問題にするのであれば,残 高勘定と集'
合損益勘定 とを作成するだけで充分であろう。 しか し,企業の経営状況の報告と
いうことを問題 にす るのであれば,単 に,残 高勘定と集合損益勘定 とを作成する
だけでは不充分であ り,そ れらはそれ相当の形式のもの として作成 されなければ
ならないであろ う。残高勘定 を原型 とする貸借対照表が,資 産の部,.負債の部,
資本の部の各部に三大区分されているのは,経 営状況の報告のために要求される
明瞭表示 とい う観点からである。 すなわち,r資本』 とい う語によって,貸 借対
照表 を三大区分 したひとつである資本の部を表現す るのは財務諸表表示を問題 に
する領域の用語法 として適当であ る。
r資本』 とい う語に よって,純 財産 を表現するばあいがある。純財産は範囲的
に言えば,資 本の部と同 じである。 しかし,両 者は理解の仕方において異なる性
質のものであ り,両者を同一視す・ることは不適当である。資本の部は負債の部と
並列的に示 されているのに対 して,純 財産は積極財産総額から消極財産総額を差
し引いた差額である。この純財産部分は人的勘定学説では負債視 されてきたもの
であるが,ヒ ョー グリによって初めて,純 財産 として負債 から独立せ しめられた
　
ものであ る。 『資本』 を もって 純財産 を意味 す る用語法は ヒ ュー ク リ ・シェアー
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の物的二勘定系統説に基礎 をお く簿記理論の用語法である。
『資本』 という語 を,資 本の 内を 「資本」 と 「利益」 とに 区分す るばあいの
「資本」という意味 に用いるばあいがある。 資本の部の内を 「資本」 と 「利益」1
とに区分することは貸借対照表の表示ということたおいて も要求されているが,
「資本」を 「利益」 と区分す るのは,表 示 とい う点よ りも,会 計の本来的な要求
である。r資本」 に属するとされているものの内には,合 併差益や減資差益とい
ったr益 』の字の付 ぐもの もあ り,また,あ る種の贈与益についてば 「資本」・で
あるのか 「利益」であるのかが会計上大きな問題 となっている。 「資本」 に属す
るlr益』を.「利益」のうちに含めて分配にまわすことは大きな不都合 をまね くこ
とになるであろうし、 「利益」を 「資本」 の うちに属するものと見誤 って分配可
能利益から除 ぐことも,'また,大 きな不都合であろ う。 「資本」 は分配不能な も
のであり,「利益」は分配可能なものであってみれば,分 配可能利益の算定を主.
目的 とする現行の会計においては,「資本」と 「利益」 との区分は重要なテ一々
でさえあろ う。 したがって,「利益」と区分 されるべき 「資本」・という意味でr資
本』 とい う語 を用いるのは会計本来の用語法であると言えよ・う。
会計における'r資本』とい う語の用語法は,上 に見たように,資 本の部の内で,
「利益」と区分されるべき 「資本」を意味するもので あるが,こ の 「利益」 と区
分されるべき 「資本」のうちをさらに細か く区分 して,資 本金 と資本剰余金 とに
区分するばあい,こ の資本金部分 をr資 本』 と呼ぶ ことが行われている。 この資
本金部分を意味するr資 本』は商法第284条ノ2に 定められた 〔資本〕であって,
法定資本である。法定資本とは,法 律(商 法)で 定められた 〔資本〕であって,
商法が改正されるならば,そ の範囲を異にすることになるし,一 昭和57年の商
法改正前 と現在 とでは,そ の範囲は必らず しも同 じではない一 法的手続 をとる
ならば,そ の法定額 を変更す ることも可能である。 「資本」の内で,法 定の 〔資
本〕 と法定外の ものとを区分 して表示することは,財 務諸表の表示 ということに
おいて確立 しているものではあるけれども,それば,文 字 どうり,法定の問題で
あ って,純 粋に会計の問題ではない。商法においては資本維持 ということが要求
されている。 ただ,絶対的な資本維持 とい うことを考えるならば,法定の 〔資本〕
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と法定外のもの とを区別す る必要はな く,両者はともに維持 されるべきであるが,
相対的な資本維持でよいとい・うことであれば,法 定の 〔資本〕に限定 して も良い
か もしれない。すなわち,、商法が法定の 〔資本〕に限定するのは相対的な資本維
持 を要求 しているのだと見れば,r資本』 とい う語に よって法定のて資本〕を意
味すると見るのは,商 法 として有効な用語法であると言えよう。'
9資'・.産
会計用語 の特殊性について,宮 上教授 は資産 を例 として次の よ'うにのべ られて
い る。 「資産 とい う用語 は,.会計 にお いては,よ く用 い られているが,こ れは,
日常的用語であ り,素 人 に も判 り易 い用語 であ るが,・その専門的,職 業的意味は・
にエ
素人 には判 りに くい もの,近 づ き難 い ものであ る。」 資産 とは どの よ うな ものか
を,会 計領域外 の者にたずね ると,財 産 であ る」 との答 えに出会 うか もしれない・
しか し,・現行の会計において資産 であ ると言わ れている もの を見る と,そ の内容
は必 らず しも財産 と同 じではな い。 資産 の うちには財産 と して理解 しえない'もの
もある し,反 対 に,財 産 の うちには資産 と して理解 しえな い もの もあ る。 た とえ'
ば,後 で見 るよ うに,繰 延資産 はす でに役務 の提供 を受 けた ものであ って,現 行
の会計 においては資産 では あるけれ ども,財 産 とはな らない ものであ る。 また・
た とえば,造 り酒屋 に とって良質の水 の出 る泉 を所有す ることは多大な財産 であ
る と言 えるであろ うが,仮 に,こ の泉が 自然 に湧 き出 して きた ものであ って,取
得原価がかか っていないとすれば,.現行 の会 計においては,資 産 と して取 り扱わ
れ ることはない。 このよ うに,会 計 における資産 は財産 とその内容 を異 に して い
るのであ る。
では,会 計上の資産 とは どの よ うな ものであろ うか。 資産 を含 めた貸借 対照表
の項 目について,E.シ ュマー レンバ ッハは次のよ うにのべてい る。 「貸借 対照表
は,… …損益計算 にお いて場所 を有 しな い未解決 の 諸項 目を収 容 す る もの で あ
くの
る。」 ここで,シ ュ・マー レンバ ッハが 未解決 の項 目と して 掲 げ る貸借 対照表借方
項 目を示せば下記 の とお りであ る。
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① 支出に して未だ費用 とな6て いないもの(未 費用の支出)
② 支出にして未だ収入 となろていない もの(未 収入の支出)
.③ 収益にして未だ費用 とな っていないもの(未 費用の収益)
④ 塚益にしで未だ収入にな っていなレ1もの(未 収入の収益)
①の 「未費用の支出」についてシュマー レンバ ッハは次のように説明 している。
「……支出が今の貸借対照表期に,費 用が後の期に,す なわち簡単にいえば,今
くの
期の支出・後期の費用とい う場合を有する。」「買入れ られた諸設備は・・…損 耗そ
の他の価値低下の生ずるものである。……減価償却(費)は 損益勘定に課せられ
.る6車借対照表には未だ費用と計算されていない支出op残部が現われているので,
これは さらに来 るべき年 の費用 と して計算 さるべき もの であ る。 ……すなわち,
くの
前期 の支 出・後期 の費用 であ る。」「試験研 究費,・準備費のための支出……は設備
くの
に対す る支出に類似 している。」「未消費の原材料及び補助材料は……消費財であ
る……。・これらが手許に現存 し減損する性質の ものでなければ,全 支出額 をもっ
て貸借対照表に記載され,そ してこの支出は全額費用計算か ら遠ざけ られるので
ある.… … この場合 もまた,・今期の支出,後 期の 費用 と表 わ され るのであ9.」
「後期 の費用 に対 す る前払 い,・た とえば前払 い保険料 ,利 子,家 賃,仕 入先へ の
⑯'
前払等 であ る。……今期 の支出,後 期 の費用 であ り,」,すなわ ち,シ ュマー レン
バ ッハに よれ ば,① の 「未費用 の支出」は未解決 の項 目であ る,と い う.の'であ'る。
② の 「未収入 の支出」に属 す るもの どして,シ ュマー レンバ ッン・は貸付 金,有
価証券および償却不要設備資産,除 却ない醗 棄設備 をあげてい9。 そ して,と
れ らの もの について,シ ュマー レンバ ッハは その全部 が後期 に費用 とな るもので
ゆ
はない・ その一部 は再収入 に よって解決 され るのであ る。」・と して,未 解決 の 項
目であ る,と 説明 してい る。
③の 「未費用 の収益」 に属 す る もの.として,シ ュマー レンバ ッハは 自家製作の
機械 工具 その他 の設備資産 お よび 自家消費 目的 の半製 品,製 品な らびに副産物
ロの
をあげて いる。 これ らの項 目について,シ ュマー レンバ ッハは 「それは根 本的 に
'
ほ支 出であ って,そ の背後 に変形 があるのみで,種 々の支 出の綜合か ら成 るので
ゆ
あ る。」 と して,基 本的 には未解決 の支出項 目であると理解 す るのであ る。
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④の 「未収入 の収益」に属 す るもの として,シ ュマー レンバ ッハは在庫 生産物
ず くゆ
や売掛金およびその他の営業債権 をあげている。 しか し,こ れらについてはその
理由が明確にのべられてはいない6た だ,生 産物についてはすでに支出がなされ
ロの
て いることや,売 掛金 については 「販売価格 をもって 貸借 対 照 表 に計 上 され…
…」 る ことか ら,支 出がなされτ いる もの と理解 す るな らば,こ れ らについて も,
シ ュマー レンバ ッハは,基 本的 には,未 解決 の支出項 目であ ると,理 解 してい る
のか も しれない。
資産 を未解決 の項 目と理解 す るシュマー レンバ ッハの説 明か ら影 響 を受 けた と
思 われ るいわゆ る動態論者 に よると,「資産 とは,当 期 の 収益 に 賦 課すべ き 費用
と して配分 しえなか った費用 の未償 却残高,す なわち,将 来 の費用 の プニル」 と
概 念規定 され ることにな るのか もしれない。 た とえば,仕 入,保 険料 デ 支払利 息,
支払 家賃あ るいは試験研 究費の よ うな 支出は い ったん費用勘 定で処 理 されたの ち
に,そ の未償却残 高が決算修 正 によって資産勘定 に振 り替 え られて い ること:や,
建物 や機械 とい った設備資産 もやがて費用化 してゆ くととを考、えるな らば,'資産
を 「費用 の未償 却残高」 と見 る主 張 もあ る点 において妥 当であ るか も しれない。
しか し,シ ュマー レンバ ッハが 現金な ど 「(支払 手段)は ……支払計算 か ら……
　
費用計算へ移 る際に生ずる未解決項 目とは関係ない……。」「私は以前の版におい
て,未 解決の取引に適用される次の説明が,こ れに属 しない項 目に も及ぶこと,
　
特に借方の現傘に及ぶことを云 ったがこれは誤 りであ った。」ど のべて いる よう
に,現 金などの支払手段や,.土地のように,「費用の未償却残高」 とい う概念が
妥当 しないものもある。
資産 とは 「費用の未償却残高」 と解す る見方は,一 部の資産 についてのみ簿記
手続的に妥当す るだけである点と,全 体の資産 を統一的に理解 しえない点におい
て不備なものではある。 しかし,現 金 や土地 を除 いて,資 産を 「費用 の未償残
高」と解する見方は,当 期に費用 として認識するものと,次 期以降に費用 となる
ものとを区分す ることを目ざしていて,期 間損益計算 とい う観点か ら資産 を取 り
扱お うとしている。シ ュマー レンバ ッハを代表 とする動態論は,そ れ以前に主張
されていた静態論に対立する理論である。いわゆる静態論は,会 計についての議
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論 を債権者保護の立場か ら行な う理論であり,静態論によれば,資 産は担保価値
や
を示すべ く,時価評価されなければならず,担 保価値のないものは取 り上げた く
ない,と いうことになるのであろ う。すなわち,静 態論的に見れば,資 産につい
ては,た ぶんに財産というものが意識 されるであろうが,動 態論的に見れば,資
産が財産価値,担 保価値 を持つか否かは問題に しないのであ る。現に,現 行の会
計においては,財 産ではない ものが資産 として存在するばあい もあ る。 資産 を
「費用の未償却残高」 と解する見方は,資 産を財産 と見る見方から離れた もので
あり,期間損益計算という観点か ら資産および会計 をとらえるものである。資産
とは 「費用の未償 却残高」とみるいわゆる動態論による資産概念の規定は,す べ
ての資産を統一的に概念規定 しえない欠点があるものではあるが,資 産概念を会
計の主 目的である期間損益計算 という観点か ら規定しようとした努力は大いに評
価 しうるものである。
資産 とは 「費用の未償却残高」 と見る概念規定はすべての資産 を統一的に規定
しえない欠点があることについて先に指摘 した。 しかし,こ のように指摘 したか
らといって,資 産 と費用 との問に密接な関係が存在することを否定するつ もりは
ない。資産 とは 「費用の未償却残高」 と見る動態論による概念規定は期間損益計
算 とい う会計 目的との関係か ら資産概念を規定 しようとした点において大いに評
価 しうるものであるとのべたように,現 行の会計の目的が期間損益計算である以
上,資 産 と費用 との間に密接な間係が存在するのは自明の理である。 このばあい,
資産 と費用の関係は,当 期の費用とならなか った 「費用の未償却残高」が資産 に
なるのではな くて,資 産のうち消費された分が費用 となるものと考えるべきであ
ろう。すなわち,費 用は収益を獲得する目的で資産 を消費 した部分であ る,と い
うことになるであろう。 逆に言えば,資 産 とは,1957年のAAAの 会計原則 に
見られる有名な資産概念規定 「資産とは特定の会計実体の経営目的のために用い
られる経済的原資である。それらは,予 定の経営活動に利用 しうるか役 に立つ潜
在的用役の総計である。」 を参考にすれば,「将来に収益 を獲得する能力を有する
もの,す なわち,収 益獲得力=価 値」と規定できるであろ う。 この資産について
の収益得力=価 値は,現 行の会計においては,取 得原価 を基礎 どして表わされて
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いて,資 産価値が減少 したばあいには取得原価 を減額 し,そ れ相 当の費用が認識
されている。このばあい,本 節のは じめに例示 した良質の泉が現行会計において
資産 として取 り扱われないのは,取 得原価がないことから,そ の価値の減少を期
間損益計算 に参加 させ る必要がないか らである。 その会計において採用 されてい
る資産概念は,そ の資産 を問題にする会計の主 目的 との関係においてその会計の
個性 を示 しているのである。
皿 繰 延 資 産
現行め会計 においては,創 立費,開 業費,新 株発行費,社 債発行費,開 発費,
試験研 究費 とい った ものが 見 られる。 ここに列挙 した ものには,OO費 とい うよ
う'に,すべ ての ものにr費 』 の字がついてい る。 ここで,会 計領域外 の者 に,こ
れ らの ものの性質 が何 であ るか をたずねた とす ると,彼 らはr費 』の字がついて
い るところ を見て,費 用 に属 す る ものであ る,と 判断す るか もしれない。 しか し,
上記 の ものは,現 行 の会 計においては繰延資産 といわれてい るものであ り,資 産
に属す る ものである。会計領域外 の人 に とって,な ぜ,『 費』 の字のつ くものが:
費用ではな くて,資 産 であ るのかは理解 しに くいことであ るか もしれな いが,こ
うした ものが会計 におけ る資産 であ ることは会 計の個性 を充分 に表わ してい ると
言 えるか もしれない。
上記の よ うな 『費』の字のつ くものが資産 であ る理 由について,連 続意 見書第
5・第1-2は 次の よ うにのべてい る。
ω あ る支出が行 なわれ,ま た,そ れに よって役務 の提供 を受 けたに もかかわ
'らず
,支 出 もしくは役務の有 す る効果が,当 期のみな らず,次 期以降 にわた
るもの と予想 されるばあい,効 果 の発現 とい う事実 を重視 して,効 果 のお よ
ぶ期間にわた る費用 として,こ れ を配分す る。
(2)ある支出が行なわれ,ま た,そ れに よって役務 の提供 を受 けたに もかかわ
らず,そ の金額 が 当期 の収益 に まった く貢献せず,む しろ,次 期以降の損益
に関係す る もの と予想 され るばあい,収 益 との対応関係 を重視 して,数 期間
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,にわた る費用 と して,こ れ を配分 す る。
この連続意 見書の文言 を参 照に してう・一般 には,=繰延 資産 はい ったん費用勘定
で処理 された支出が,(1)「支出効果の将来 におけ る発現」 と(2)「将来の収益 との
対応関係」 を重視 して,;繰り延べ られて資産 として取 り扱 われ ることにな ってい
るのであ る,と 説明 されている。確 かに,繰 延 資産 に簿記的 に見 ると,ま ず,あ
る支出力{費硝勘定 で記録 され,.そののちに,あ る金額部分が繰 り延 べ られて資産
とな るように処理 されてい る。 しか し,こ れは単 に簿記的な手続 と して行 なわれ
てい る ものであ って,こ れに よって繰延 資摩 とは何 か を説明 した ことにはな らな
い で あ ろ う。
繰延資産は,,一般に」何か特殊な資産であると見られているのか もレれない。
時 と・して、繰 延資産は擬制資産であるとか,資 産ではないが資産 として取 り扱 う
ものである,「と言われることさえある。繰延資産は,他 の資産が概ね売買ないし
交換り対象とな りうる財産であるのに対 してジすでに役務の提供 を受けて しまっ
たものであって,財 産価値 を持つ ものではな ぐ,単独では売買ないし交換の対象
とはな りえない ものである。それゆえに,繰 延資産は擬制資産であるとか・資産
性が存在 しないな どと言われるのであろうか。 しか し,資産に財産価値があるか
否かは会計の問題ではないはずである。財産価値があるか否ヵ・が資産 であるか否
かを決定する要因・と.探るとす る見方は会計領域外 の見方,た とえば,法 律の領域
セは有効であるかもしれない。だが,あ るものが資産であるか否かは会計固有ρ
問題であっ'て,他の領域において,そ れを財産であると認めるか否かとい うこと
にはかかわ らないはずである。会計上の資産一 資産だけにかぎらず,会 計上の
ものはすべて一 は会計ゐ目的 との関係において存在するのであ って,繰 延資産
を,会 計領域外において財産でないと見ていることを理由に・擬制資産であると
か,資 産性が存在 しないな どと見ることは見当ちがいとい うものであろう。
繰延資産は,す でに役務の提供 を受けたもので,財 産価但 を持つ ものではない・
それゆえ,会 計領域外の者にとっては,こ れに資産性 が存在することが容易に理
解できないか もしれない。すなわち,繰 延資産以外の他の資産は財産価値 を有す
るものであるので,・それが資産である ことぽ会計領域外の者 にもよく理解 しうる
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に対 して,繰 延 資産 が資産 であ ることは会計領域外の者には よ く理解 できな いか
もしれない。 しか し,他 の領域 の者には容易 に理解 しえず,会 計領域 内の者 に し
か理解 しえない とい うことは,・繰延 資産 こそ会 計の典型的 な資産であ る,と 言 っ
て もよいかいか もしれない。会 計における用語 お よび概念は会 計 目的 との関係 に
お いて存在 す るものであ ってみれば,他 の領域 においては容 易 に理解 しえな い繰
延資産 の存在 こそは,そ れが存在 す る会計の個性 をよ く表わ していえ るか も しれ
ない。;こ で,先 に例示 した繰 延資産がr費 』 の字 がつ いてい る ものであるに も
かかわ らず,な ぜ,そ れが資産 であるかにつ いて,市 場 開発費 である広 告宣伝 費
を例 に と って検討 してみ よう。
広告宣伝 には,会 計的に見 ると,二 つの種類 の ものがあ ると考 え られ よ う。 ひ
とつ は次の例 であ る。た とえば,デ パー トや スーパー とい った ところで,日 常的
に行なわれてい るような○ 月○ 日か ら○月○ 日まで,年 末大売 出 しとか,'××セ
ール とい った広告宣伝 であ る。他のひ とつは次の よ うな例 の ものであ る。 た とえ
ば,Sウ イスキー会社 が ビー ルの将来需要 を考慮 して,そ の販 売網 を利用 してす
でに ビールの販 売にの り出 してい る。 これに対 して,Nウ イス キー会社 もお そ ま
きなが らNビ ールの発売 を始 め る ものと しょう。 このばあい,Nウ イスキー会社
が新発売 のNビ ールについて発売 当初 から相 当量 の売上 を期待 したいと考 えるな
らば,Nウ イス キー会社は新発売 に先立 って,半 年 あるいは一年 くらい前か ら;
"來年○月○ 日
,Nビ ール新発売"と いった広 告宣伝 をテ レビや ラジオ等 を通 じ
て繰 り返 し行 な うことにな るであろ う。 このよ うに,広 告宣伝 には,二 つの もの
があ ることが知 られよ う。 このばあい,両 者は いずれ もr広 告宣伝 費』ではあ る
けれ ども,前 者 は支出期 の費用 であ るのに対 して,後 者は資産,す なわち,繰 延
資産 である。
上 に例示 したよ うに・広告宣伝 〃;は・会計的 に見て・二つの種類 の ものがあ り,
前者は,支 出期 の費用 となるのに対 して,後 者 は資産 となる ものであ る。では,
どうして同 じ 『広 告宣伝費』であ りなが ら,一 方は費用 とな り,他 方が資産 とな
るのであろ うか。上記 の例において,前 者 の広告宣伝 は,そ の支出期の収益 を獲
得 す るための ものであ り,こ の期 を経過 した後の期の収益 を獲得す る能 力を有す
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るものではない・すなわち,と の支出はすでに将来の収益獲得力を失な ってお り,
支出期の費用 となるのである。 これに対 して,後 者は次期以降 の収益 を獲得する
ために行なわれた広告宣伝であ り,この支出は将来の収益獲得 力を有するもので
あって,繰 延資産であると見 られるであろ う。
先に,繰 延資産は,他 の領域の者に理解 しに くい ものであ って,こ の資産の存
在は・現行の会計にそれ相当の個性があることの証拠であるとのべた。上のよう
な繰延資産の存在は現行会計の個ltkをどめように証明するであろ うか。仮に1資
産が財産価値 を有するものであるとすれば∴繰延資産は財産価値 を有するもので
はないので1繰 延資産への支出は全額が支出期の費用となるか もしれない。・しか
'し
,繰 延資産 を資産ではないとして,す べての支出を支出期の費用として取 り扱
うごとは期間損益計算とい う観点から見て非常に不合理であろう。 ヒれは,繰 延
資産以外の資産 を取得するための支出を,す べて支出期の登用 とすることは不合
理准のと同 じである。 との支出は資産 として取 り扱い,そ の資産価値が減少 した
分が期間損益計算に参加させ られるのである。繰延資産は会計上,ま さに,資 産
であり,そ め支出をすべて支出期の費用 として期間損益計算に参加 させ ること・は
不合理である。繰延資産の存在は合理的な期間損益計算 とい うととのために有効
なことであろ う・すなわち,現 行の会計において,繰 延資産 とい う資産の存在は
現行会計の個性が期間損益計算であることの証明 となるであろ う。
繰延資産 とい う資産の存在は現行の会計の個性,す なわち,主 目的が分配可能
利益の算定 とい う意味の期間損益計算であ・ることの証明である。 ということは,
会計の個性,す なわち;主 目的が変化 したとすれば,そ の会計においては繰延資
ゆ
産 どいう資産の存在はな くなるかもしれない。会計における用語および概念は,
すべて・会計の個性 との関係において存在するものであ り,会計の個性に変化が
見られるな らば,そ こにおける用語および概念は変化するζとになるのであって,
このばあいづ繰延資産 を含めた現行会計における資産の概念 もその例外ではない
であろう。
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IVリ ー ス資 産
前節において,繰 延資産の存在は現行の会計の個性 を示す ものであるとのべた。
会計における用語および概念は会計の主 目的 との関係において存在するものであ
るので,会 計領域外の者に容易に理解 しえないような ものの存在は,そ れが存在
する会計の個 性を示すことになるであろう。では,仮 につ会計の主 目的が変わ り,
会計の個性が変わるとすれば,ど のようになるであろ うか。その個性の変わ り方
によっては,あ る用語および概念はその価1生に合わない ものとなることもあ りう
るし,新 らしい個性 をもった会計においては存在 しないものとなるか もしれない。
こういうことは,会 計の個性が変わるとすれば,そ れ までの会計においては存在
が疑問視されていた用語および概念がそこにおいて見 られるようになるか もしれ
ゆ　
ない。
リース資産 を財務諸表 に開示 すべ きであ る,と い う勧告 が,AICPAのARS
(会計調査 研究):N(〉■4,ARB(会計調査公報)No.43,FASB(財務会計基準審
議会)N(〉■13な どにお い て な さ れ て い る。ARSNo.4は 次の よ うに勧 告 して
いる。 「財務諸表 自体 に含 め るも また脚注 にす る も,い ずれで あ って も財務 諸表
上 にい っそ う多 くの情報が望 まれ る。 …… リー スにつ いて比較性 あ る情報 が与 え
　
られ るざ きであ る。」すなわち,リ ー ス資産の 開示 は い っそ う多 くの 情 報 とい う
観点か ら求 め られ る,と い うのであ る。・
上記 の諸勧告は リー ス資産 開示の根拠 を次のよ うにのべて いる。ARBNo.43
の第14章r賃 借 人の財務諸表 におけ る長期賃借 契 約 の表 示』は 「6.'賃借契約は
ときと して,本 質的 には,固 定資産の割 賦購入 にす ぎない場合があ る。7.……一
切 のかか る賃借 契約 に関す る事実は,慎 重に考慮 されなければな らず,,当該取引
が本質的 に購入 であ るとい う明瞭な ・証拠が あ る場 合 には,r賃 借 』固定資産 を賃
　
借 人の資産 に含 め……なければな らない。」 とのべてい る。ARSNo.4も 「……
リー ス財産権 を生 ぜ しめる限 りにおいて,か か る権 利 と そ れ に 対す る負債 は測
　
定 され,貸 借 対照表 に組み 入 れ られ れ るべ き である。」 と のべ て い る。 また,
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FASBNo・13も 「13・キ ャヒ。タル ・リースに基 づき記録 された 資産 と,そ れに
対 す る償却 累計額 は,賃 借人の賃借 対照表又 は脚注 に区分 して表示 されなければ
　
な らない。」 と のべ て い る。す なわ ち,こ れ らの 勧告は,実 質的 に資産(の 使用
権)の 取得 とみ られ る リー スにつ いては,財 務諸表 に表示 され るべ きである,と
す るのであ る9こ の よ うに,.リー ス資産 につ い て は,実 質 的 に 資産(の 使用権)
の取 得 とみ られ る リー スとそれ以外 の リー ス≧に区別 して,前 者 のみ を財務 諸表
に取 り上げ るべ きであ る,と い うのである。
リー ス会計 を論 ずる者 の多 くは,リ ー ス資産 を開示す る根拠 として,そ れが実
質 的 な資産(の 使 用権)の 取得 と見 られ る ものについて,会 計上,資 産 と して取
り扱 うべ きであ るとす る♂ これは 当然 と'いえば当然であ るが,こ の論理は現行 の
会計 の枠組 に こだわ りすぎて いる。 リー ス会計 とい う新 らしい会計領域 を考 える
のであれば,何 ら現行 の会計の枠組 に とらわれ る必要はな いは ずである。 リース
を問題 にす るのは,先 のARSNo・4の 指摘 の よ うに,い っそ う多 くの情報提
供,す なわち,デ ィスク・ロー ジャーの拡大 をめざ しての ことな のであ って,拡 大
され る情報 とい うことであれば,そ れは現行 の会計 にお いては と りあげ られてい
ない もの を対象 とす るものでなければな らないは ずであ る。
リー スの有利性 を利用 して,リ ー スとは名 ばか りの実質的な資産 の取得 が行な
われてい ることは事実 であ る。 このばあい,リ ー ス料 とい う名 目で支出された額
は,資 産 の分割購 入代 金 と支払利息 に相 当する。 このために,リ ース会計 を論ず
る者 の多 くは,リ ー スの うちで,資 産 の取 得 とみ られ る リー スに限 って,資 産 と
して貸借 対照表 に表示すべ きであ るとす る。 そ して,彼 らは この種の リー ス資産
につ いては賃借料 の計上にか えて,減 価償 却費の計上 を主張す る。確 かに,実 質
的な資産 の取 得 を リー スと偽 ってい る事実 について正 しい処理 をすべ きではあろ
う。 しか し,こ うした問題 だけ をと りあげ るのが リース会計 の テー マなのであろ
うか。仮 に,そ うだ とす るな らば,リ ー ス会計 とはなん と も淋 しい領域 にな って
しま うであろ う。
リー ス会計 を論 ずる人々の多 くは,リ ー ス資産 のある もの を自己の資産 に準 ず
る資産 であ るとの理 由づけ をしてい る。 この:考え方か らす ると,資 産 の概念 は従
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来 か らあ る資産概念 と同 じもの とな り,リ ース資産 も従来か らの資産概念 によ っ
て と らえようとい うととにな るの であろ う。 しか し,従 来か らの資産概念 は分配
可能利益算定 とい う会計 の主 目的 に合致 した資産概念 であ ったはずであ る。・リー
スが会計 のテー マと して と りあげ られ るのは,よ り多 くの情 報 を提供 す るとい う
ことか らであ り,そ うあ りたい とす る試 みの理論 と して リー ス会計 が論 じられて
い るはずである。 しか るに,一 般 に論 じられて いる リー ス会計論 は,リ ←ス財に
ついて,従 来の資産 に準 ずる資産 であ るとの理 由づけ をして,そ の理 由づけに該
当す る り一ス財 のみ を財務 諸表に と りあげよ うとしてい る。 しか し,な ぜ,曲り一
ス会計 を論 ずる者 が,リ ー ス資産 を会計上 と りあげ よ うと試み るのに従来 の資産
概念 に拘泥 じなければな らないのであろ うか。 む しろ,会 計にお いて,リ ー スと
い う新 らしい会計問題 にと り組 むのであれば,リ ー ス資産 が従来 の資産概 念に該
当するか否かを論ずるべきではないであろう昭7ス 賦 ついて リース使用割 ・
の資産 に準ずる資産であるリースのみが財務諸表にとりあげるづきであるとい う
のでは情報の拡大 という点から不充分であろ う。経営状況について情報 を拡大 し
ようとい うことを考えるならば,す でに,資 産の概念 も拡大した も・のたならなけ
ればな らないはずである。
すでに見たように,リ ース会計を論 ずる者の多 くはある種の リース資産 を財務
諸表に開示するに当って,従 来か らの資産概念に拘泥 しすぎている。 しか し,そ
のことはりー絵 計の主張の醗 点である拡大された騰 の提供とゆ 能 不徹
底な ものに しかねない。現在の会計における資産概念は分配可能利益の算:定とい
う主目的に関連 して規定されたものである。仮に,情 報の拡大とい うことを主目
的とみるな らば,そ こにおける資産概念は,従 来か らの分配可能利益算定 という
ことにかかわる資産概念 とは異なるものを求めることが必要であろ う。すなわち,
リース会計における資産概念は分配可能利益算定ということにかかわる資産概念
から情報の拡大 とい うことに関係する資産概念へと質的な変化 をとげなければな
らないはずである。
リース会計に.おける資産概念は、情報の拡大 とい うことが考えて,量:的に拡大
されたものとな り,ま た,分 配可能利益算定とい う主 目的から離れたことにおい
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て,質 的にも変化 したものとならなければな らないであろ う。 このばあい,こ の
資産概念は,現 行の会計領域 に居 る人々にとって,理 解 しえないものとなるか も
しれない。 しか し,そ れはそれで良いのである。.資産概念について,現 行の会計
における資産 も,その領域外の人々には容易に理解 しえない ものであったはずで
ある。 し左がって,現 行の会計 とは異なったテーマを掲げるリース会計 とい う領
域の会計においては,そ の資産概念はこの領域外の人々に充分に理解できないと
いうことは大いにあ りうることなのである。会計 における用語および概念は会計
の個性 を示すものであってみれば,分 配可能利益算定会計における用語および概
念 と・ リース会計におけるそれ らとが異なることは・それぞれの会計領域の悟性
を存分に示 している証拠 と言 えよう。会計 の偶性は用語および機念のなかにある
⑫9
の で あ る。
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